別紙様式２

種子体制強化総合支援事業実施計画書
[bookmark: _Hlk130842100]（種子産地強化対策事業実施計画）

年　月　日

住所
名称
代表者

１　本計画作成日

	作成年月日
	年月日




２　種子生産に関する課題

	課題

	

	課題解決に向けた対応方針

	



３　事業目標等
(1) 成果目標の設定
	


※別表の２の成果目標「①種子生産面積生産拡大の取組」、「②種子生産施設の機能強化等の種子生産の効率化に向けた取組」を選択し記入する。

(2)事業実施による種子生産計画
	品目
(品種名)
	種子生産者名
	現状 (  年)
	事業実施年度 (  年)
	目標年(3年後)(  年)

	
	
	面積
(a)
	生産量
(kg)
	面積
(a)
	生産量
(kg)
	面積
(a)
	生産量
(kg)

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	


(3)機械導入による事業効果

	導入する機械の利用計画

	対象種子
	導入機械
(型番、規模)
	処理能力
	利用計画面積
(又は処理数量)
	標準利用面積
(又は処理数量)

	
	
	
	
	

	機械の導入効果

	目標 (３年後)
	※種子生産面積の拡大、又は種子生産施設の機能強化等による省力化、低コスト化等についての目標を記載すること。




	具体的な数値等
	対象作業：

	
	現状値
(生産面積、作業時間、生産コスト等)
	目標値
(生産面積、作業時間、生産コスト等)

	
	
	

	
	現状値の算定根拠
	目標値の算定根拠

	
	
	



(4)導入した機械の利用体系 (共同利用機械のみ)

	※事業実施主体が種苗事業者又は種苗生産者で構成された組織の場合は、機械の共同利用体系を記載すること。




４　収入保険の加入状況

	導入機械を利用する
種苗農業者数
	

	
	収入保険の加入者数
現状 (  年)
	収入保険の加入者数
３年後目標 (  年)

	
	
	



５　添付資料
· 事業実施主体が種苗生産者で構成する組織の場合
· 規約
· 構成員名簿
· 事業実施年度の直近の決算書
· 事業実施主体が種苗生産者の場合
· 定款の写し
· 株主又は構成員名簿
· 事業実施年度の直近の決算書
· 農地所有適格法人になっていない場合は、農地所有適格法人となるまでの取組計画(別紙様式２の添付資料)及び直近年の青色申告書を添付すること。


別紙様式２の添付資料


農地所有適格法人となるまでの取組計画

○法人化の時期及び形態
	設立予定年月日
	

	法人の形態
	


※１	事業実施年度の翌年度末日 (３月31日) までの設立予定年月日 (登記完了日以降) を記載すること
※２	法人の形態については、農事組合法人、合名会社、合資会社、合同会社、株式会社の該当するものを記載すること。

○法人化のための取組計画
	時期
	実施する事項

	年月
	

	年月
	

	年月
	

	年月
	

	年月
	


※１	「時期」欄には、農地所有適格法人となるまでに取り組む事項それぞれについて、予定する年及び月を記入すること。ただし、先進事例の調査など日程調整が必要となるような取組については、概ねの実施予定時期とする。
※２	「実施する事項」欄には、農地所有適格法人となるまでに取り組む、先進事例の調査、法人経営に関する相談会や研修会の参加、設立準備会の開催、発起人会の設立、定款の作成、創立総会の開催等の具体的な内容を記載する。

